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外国人関連施策の推進に関する北海道の要望

「経済財政運営と改革の基本方針２０２５（仮称）」に関する要望書

外国人との共生社会の実現に向け、育成就労等、人材不足対策という
視点だけではなく、外国人の受入全体に係る考え方について、早急に検
討を進めること。その上で、地方における外国人材の確保、国と地方の
適切な役割分担、必要な財源措置等の視点に基づいた制度設計と地域の
実情に応じた受入環境整備を図ること。
また、２０２７年から始まる育成就労制度については、外国人材が大

都市圏に過度に集中せず、地方のニーズに応じた外国人材の長期的・安
定的な確保・定着につながるものとすること。

○出入国在留管理庁への要望を実施（R7.4.25）
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